
表１　調査対象地域及び分析対象人数

調査対象地域 1996年　人数 2012年　人数

地域名 街区 男性 女性 合計 男性 女性 合計

東上野 東上野３-２０～２８，
３０～３９ 38 26 64 27 35 62

築地
築地６-７～１８，

７-１０～１７ 27 37 64 26 36 62

表２　アンケート内容及び街区調査内容

アンケート調査内容

街区調査内容

属性調査

調査項目 調査内容

年齢、性別、居住年数、家族構成

領域調査

生活調査

・近隣付き合いの領域を地図上に記入してもらう
・日常生活行動の領域を地図上に記入してもらう

・冠婚葬祭時の路地使用の有無
・冠婚葬祭への参加の有無

・共有物の有無
・家屋について増改築の有無

意識調査 ・環境変化について
・外部からの視線について

・環境に対する改変の意志について

戦前建築占有率、ビル占有率、商店占有率、再開発地占有率、
空地率、路地寄与率、路地エッジ数、平均階高

生活調査 ・冠婚葬祭への参加の有無

１．研究の背景と目的

 本研究では江戸東京における歴史的市街地の
築地街区において時系列上の連続性を保つ地
域文化を継承する都心居住の計画設計手法の
構築を行うことを目的としている。江戸時代に
形成され、庶民の生活の中心となっていた下町
の都市構造は明治時代の急速な近代化、大正時
代の関東大震災、昭和の第二次世界大戦、戦後
の高度経済成長、さらに防災等の観点からの木
造密集市街地の再開発などの影響によって、そ
の都市構造の変容過程が時系列上の連続性を
持たないまま変化を繰り返してきた。歴史的に
も市街地は成長もしくは衰退、時系列上におい
て変容の連続性または不連続性、市街地構造の
変化を読み取ることにより、江戸・東京の歴史
的市街地における歴史文化を継承する集住体
の計画的方法論の構築が可能となると考えら
れる。
　本研究の対象敷地は、文献調査 *１をもとに
１）関東大震災による被害地域、２）関東大震災
直後に土地区画整理を行った地域、３）宅地開
発指定を受けた地域、４）戦災焼失区域を地図
上にプロットし、これらの被害から逃れた地区
を東京における歴史的市街地と定義した（図
１）。
　既往研究である「江戸東京の歴史的市街地に
おける近隣生活領域に関する実証的研究（東上
野地区における環境認知構造について）（築地
地区における環境認知構造について）」

８）９）

(2013) では、東上野地区・築地地区の現地調査
から得られた多変量データを用いて、多変量解
析により居住者の類型とその特性を明らかに
した。
　本稿では、東上野・築地地区の現地調査から得
られたデータを用いて、さらにその同居住街区で
構成された年代別類型の近隣空間の変化特性を把
握する。また同居住街区のまとまりを持つ年代別
類型の物的環境と環境認知及び認知領域について
比較・考察する。

２．調査・分析方法

■調査期間
第１期：1996 年 6 月 18 日～ 7月 2日
第２期：2012 年 7 月 28 日～ 8月 19 日
■調査・分析方法
現地調査では 1/ 200 の白地図とアンケート記
入用紙を使用し、現地にてアンケート及び物理
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的街区調査を行った。調査対象は中学生以上の地
域住民とし、アンケート記入用紙は調査員が記入
し、白地図は調査対象者に記入してもらった。木
造住宅に３年以上居住している住民を分析対象
者とした。対象者概要を表１、アンケート内容を
表２に記す。
■調査対象地域
・東上野３丁目２０～２８番地、３０～３９番地
・築地６丁目７～１８番地、７丁目１１～１７番地

　東上野地区において、1996 年と比べ 2012 年
で減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業
施設、賃貸ビルであり、その内著しく割合が減少
している用途は商業施設で全体の８％減少で
あった。また、1996 年と比べ 2012 年で増加して
いる用途は集合住宅と空き家であり、特に空き
家の個数は１７戸から４３戸と著しく増加して
いる、2012 年では空き家が全体の１４％を占め
ている。
　築地地区において、1996 年と比べ 2012 年で
減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業施
設、賃貸ビルであるが、その内著しく割合が減少
している用途は見られなかった。また、1996 年
と比べ 2012 年で増加している用途は集合住宅
と空き家であり、どちらも割合が３％増加して
いる。
　東上野地区と築地地区では共にマンションの
開発や空き家の増加が目立っている。

４．環境認知構造の考察
　本稿では、既往研究８ )９）の数量化Ⅲ類での結
果から得られたサンプルスコアを用いて、クラ
スター分析 ( ウォード法 ) を行い、1996 年と
2012 年の居住者を別々で類型化することで、年
代別に各類型ごとの特徴から類型別認知特性を
明らかにする。クラスター分析樹形図を用いて、
東上野地区、築地地区は 1996‐2012 年において、
共に６類型に類型化された。各類型のサンプル
数において、同街区居住者が７割以上占めてい
る場合に同居住街区の居住者で構成された類型

３．1996‐2012 年における物的環境の変化
　1996 年と 2012 年の対象地区内の建物の用途
を比較し、1996‐2012 年の建て替え・用途変更
があった場所を地図に示した。東上野地区（図２、
３）、築地地区（図４、５）対象地全体の用途の割
合について考察する。

とした。また類型内に２つの街区の対象者のみ
で構成されている場合は、２つの街区の類型で
あるとした。年代別の同居住街区での類型特性
を以下に記す。
■居住者の認知変化と要因について
同居住街区の居住者で構成された類型が 1996
年から 2011 年で移動した具体例を図６，７、表
３に記した。
□東上野地区
・３丁目２５番地（図６矢印１）（1996 年類型５、
2012 年類型４）
３丁目２５番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が上昇
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅に用途変更されている。居住者の認知面
積の平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、
日常生活の範囲が増加している。
・３丁目２６番地（1996 年類型なし、2012 年類型
３）
３丁目２６番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に分類されており、近隣環境への関心度が高
いことがわかった。また近隣コミュニティへの
参加意識が積極的であることがわかった。周辺
環境の建物は空き家が増え、戸建住宅、商業施設
に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲と日常生活の範囲のど
ちらも他の類型を上回っている。
・３丁目３１番地（図６矢印２）（1996 年類型３、
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2012 年類型２）
３丁目３１番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が低下
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅、集合住宅に用途変更されている。居住者
の認知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常
生活の範囲のどちらも大きく増加している。
□築地地区
・６丁目１１番地（図７矢印１）（1996 年類型２、
2012 年類型４）
６丁目１１番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が積極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は商業施設や集合住
宅に用途変更されている。居住者の認知面積の
平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、日
常生活の範囲があまり変化していない。
・６丁目１２番地（図７矢印２）（1996 年類型２、

2012 年類型６）
６丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸建
住宅、駐車場に用途変更されている。居住者の認
知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常生活
の範囲のどちらも増加している。
・７丁目１２番地（図７矢印３）（1996 年類型４、
2012 年類型３）
７丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１４番地（図７矢印４）（1996 年類型３、
2012 年類型２）

７丁目１４番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１６番地（1996 年類型なし、2012 年類
型５）
７丁目１６番地の類型は、居住環境が開発的高
層に分類されており、近隣コミュニティへの参
加意識が消極的であることがわかった。また近
隣環境への関心度が他の類型の平均であること
がわかった。周辺環境の建物は集合住宅、飲食店

に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲は他の類型を下回って
おり日常生活の範囲は他の類型の平均であった。

５．まとめ
　以上の分析考察により、東上野地区と築地地
区の物的環境と環境認知との相関について以下
の結果が得られた。１）居住街区周辺の物的環境
の変化と居住者の認知領域面積の変化において、
東上野地区での物的環境は戸建住宅や空き家、
集合住宅への用途変更が占めており、居住者の
認知領域面積は増加していることがわかった。
築地地区での物的環境は集合住宅への用途変更
が占めており、居住者の認知領域面積は増加し
ていることがわかった。２）居住者の「近隣付き
合いの範囲」の領域は縮小する傾向にあること
がわかった（図８,９）。また、「日常生活の範囲」
の構成要素（表４）は 1996 年から 2012 年にかけ
て項目が分散化される傾向にあり、居住者の「日
常生活の範囲」の領域は拡大する傾向にあるこ
とがわかった（図１０,１１）。

*１ 戦災焼失区域（帝都近傍図）, 日地出版 , 1945、昭和 12 年測図 , 大日本帝国陸地測量部 , 1938、日本図誌大系　関東１,朝倉書店、江戸東京

大地図 , 平凡社 , 1993、復元・江戸情報地図 , 朝日新聞社 , 1994、近代沿革図集別冊（永安・昭和対象図）
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 本研究では江戸東京における歴史的市街地の
築地街区において時系列上の連続性を保つ地
域文化を継承する都心居住の計画設計手法の
構築を行うことを目的としている。江戸時代に
形成され、庶民の生活の中心となっていた下町
の都市構造は明治時代の急速な近代化、大正時
代の関東大震災、昭和の第二次世界大戦、戦後
の高度経済成長、さらに防災等の観点からの木
造密集市街地の再開発などの影響によって、そ
の都市構造の変容過程が時系列上の連続性を
持たないまま変化を繰り返してきた。歴史的に
も市街地は成長もしくは衰退、時系列上におい
て変容の連続性または不連続性、市街地構造の
変化を読み取ることにより、江戸・東京の歴史
的市街地における歴史文化を継承する集住体
の計画的方法論の構築が可能となると考えら
れる。
　本研究の対象敷地は、文献調査 *１をもとに
１）関東大震災による被害地域、２）関東大震災
直後に土地区画整理を行った地域、３）宅地開
発指定を受けた地域、４）戦災焼失区域を地図
上にプロットし、これらの被害から逃れた地区
を東京における歴史的市街地と定義した（図
１）。
　既往研究である「江戸東京の歴史的市街地に
おける近隣生活領域に関する実証的研究（東上
野地区における環境認知構造について）（築地
地区における環境認知構造について）」

８）９）

(2013) では、東上野地区・築地地区の現地調査
から得られた多変量データを用いて、多変量解
析により居住者の類型とその特性を明らかに
した。
　本稿では、東上野・築地地区の現地調査から得
られたデータを用いて、さらにその同居住街区で
構成された年代別類型の近隣空間の変化特性を把
握する。また同居住街区のまとまりを持つ年代別
類型の物的環境と環境認知及び認知領域について
比較・考察する。

２．調査・分析方法

■調査期間
第１期：1996 年 6 月 18 日～ 7月 2日
第２期：2012 年 7 月 28 日～ 8月 19 日
■調査・分析方法
現地調査では 1/ 200 の白地図とアンケート記
入用紙を使用し、現地にてアンケート及び物理

的街区調査を行った。調査対象は中学生以上の地
域住民とし、アンケート記入用紙は調査員が記入
し、白地図は調査対象者に記入してもらった。木
造住宅に３年以上居住している住民を分析対象
者とした。対象者概要を表１、アンケート内容を
表２に記す。
■調査対象地域
・東上野３丁目２０～２８番地、３０～３９番地
・築地６丁目７～１８番地、７丁目１１～１７番地

　東上野地区において、1996 年と比べ 2012 年
で減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業
施設、賃貸ビルであり、その内著しく割合が減少
している用途は商業施設で全体の８％減少で
あった。また、1996 年と比べ 2012 年で増加して
いる用途は集合住宅と空き家であり、特に空き
家の個数は１７戸から４３戸と著しく増加して
いる、2012 年では空き家が全体の１４％を占め
ている。
　築地地区において、1996 年と比べ 2012 年で
減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業施
設、賃貸ビルであるが、その内著しく割合が減少
している用途は見られなかった。また、1996 年
と比べ 2012 年で増加している用途は集合住宅
と空き家であり、どちらも割合が３％増加して
いる。
　東上野地区と築地地区では共にマンションの
開発や空き家の増加が目立っている。

４．環境認知構造の考察
　本稿では、既往研究８ )９）の数量化Ⅲ類での結
果から得られたサンプルスコアを用いて、クラ
スター分析 ( ウォード法 ) を行い、1996 年と
2012 年の居住者を別々で類型化することで、年
代別に各類型ごとの特徴から類型別認知特性を
明らかにする。クラスター分析樹形図を用いて、
東上野地区、築地地区は 1996‐2012 年において、
共に６類型に類型化された。各類型のサンプル
数において、同街区居住者が７割以上占めてい
る場合に同居住街区の居住者で構成された類型

３．1996‐2012 年における物的環境の変化
　1996 年と 2012 年の対象地区内の建物の用途
を比較し、1996‐2012 年の建て替え・用途変更
があった場所を地図に示した。東上野地区（図２、
３）、築地地区（図４、５）対象地全体の用途の割
合について考察する。

図２　東上野「1996-2012 年の建て替え・用途変更箇所」

図３　東上野「対象地区内の用途別建物数」 図５　築地「対象地区内の用途別建物数」

図４　築地「1996-2012 年の建て替え・用途変更箇所」

とした。また類型内に２つの街区の対象者のみ
で構成されている場合は、２つの街区の類型で
あるとした。年代別の同居住街区での類型特性
を以下に記す。
■居住者の認知変化と要因について
同居住街区の居住者で構成された類型が 1996
年から 2011 年で移動した具体例を図６，７、表
３に記した。
□東上野地区
・３丁目２５番地（図６矢印１）（1996 年類型５、
2012 年類型４）
３丁目２５番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が上昇
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅に用途変更されている。居住者の認知面
積の平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、
日常生活の範囲が増加している。
・３丁目２６番地（1996 年類型なし、2012 年類型
３）
３丁目２６番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に分類されており、近隣環境への関心度が高
いことがわかった。また近隣コミュニティへの
参加意識が積極的であることがわかった。周辺
環境の建物は空き家が増え、戸建住宅、商業施設
に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲と日常生活の範囲のど
ちらも他の類型を上回っている。
・３丁目３１番地（図６矢印２）（1996 年類型３、

2012 年類型２）
３丁目３１番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が低下
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅、集合住宅に用途変更されている。居住者
の認知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常
生活の範囲のどちらも大きく増加している。
□築地地区
・６丁目１１番地（図７矢印１）（1996 年類型２、
2012 年類型４）
６丁目１１番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が積極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は商業施設や集合住
宅に用途変更されている。居住者の認知面積の
平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、日
常生活の範囲があまり変化していない。
・６丁目１２番地（図７矢印２）（1996 年類型２、

2012 年類型６）
６丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸建
住宅、駐車場に用途変更されている。居住者の認
知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常生活
の範囲のどちらも増加している。
・７丁目１２番地（図７矢印３）（1996 年類型４、
2012 年類型３）
７丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１４番地（図７矢印４）（1996 年類型３、
2012 年類型２）

７丁目１４番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１６番地（1996 年類型なし、2012 年類
型５）
７丁目１６番地の類型は、居住環境が開発的高
層に分類されており、近隣コミュニティへの参
加意識が消極的であることがわかった。また近
隣環境への関心度が他の類型の平均であること
がわかった。周辺環境の建物は集合住宅、飲食店

に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲は他の類型を下回って
おり日常生活の範囲は他の類型の平均であった。

５．まとめ
　以上の分析考察により、東上野地区と築地地
区の物的環境と環境認知との相関について以下
の結果が得られた。１）居住街区周辺の物的環境
の変化と居住者の認知領域面積の変化において、
東上野地区での物的環境は戸建住宅や空き家、
集合住宅への用途変更が占めており、居住者の
認知領域面積は増加していることがわかった。
築地地区での物的環境は集合住宅への用途変更
が占めており、居住者の認知領域面積は増加し
ていることがわかった。２）居住者の「近隣付き
合いの範囲」の領域は縮小する傾向にあること
がわかった（図８,９）。また、「日常生活の範囲」
の構成要素（表４）は 1996 年から 2012 年にかけ
て項目が分散化される傾向にあり、居住者の「日
常生活の範囲」の領域は拡大する傾向にあるこ
とがわかった（図１０,１１）。

３-２５番地

３-２６番地

３-３１番地 ７-１４番地

６-１２番地

６-１１番地

７-１６番地

７-１２番地
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類型５ 類型 6

類型 2

類型 3

類型 4 類型 4

類型 3

類型 2

１

２

１

２

４

３

1996 2012 1996 2012 1996 2012 1996 2012

6-11番地 類型2 類型4 商業施設、集合住宅207953 28494 14854 3562 154894 88877 11064 11110

6-12番地 類型2 類型6
空き家、戸建住宅

駐車場
207953 202111 14854 40422 154894 372721 11064 74544

7-12番地 類型4 類型3 集合住宅 3323 113612 415 16230 30135 280486 3767 40069

7-14番地 類型3 類型2 集合住宅 57677 578355 4437 44489 48918 399634 3763 30741

7-16番地 類型なし 類型5 集合住宅、飲食店 / 15893 / 2649 / 182559 / 30427

第２軸 第３軸

開発的高層に移動 積極的に移動 上昇

認知面積（㎡）

近隣付き合い 日常生活

合計 平均 合計 平均

周辺街区の変化

1996‐2012年の用
途変更

1996‐2012年での特性の変化

第１軸

消極的に移動

開発的高層に移動 消極的に移動 低下

開発的高層に移動 消極的に移動 低下

上昇

開発的高層 極度の消極的 他の類型の平均

築地 類型

居住街区 1996年 2012年 街区の物理的環境 近隣コミュニティーの濃淡 環境認知

開発的高層に移動

1996 2012 1996 2012 1996 2012 1996 2012

3-25番地 類型5 類型4 空き家、戸建住宅 68505 52233 8563 6529 308003 491340 38500 61417

3‐26番地 類型なし 類型3
空き家、戸建住
宅、商業施設

/ 267522 / 29725 / 430579 / 47842

3-31番地 類型3 類型2
空き家、戸建住
宅、集合住宅 11906 174129 916 15830 99699 765713 7669 69610

周辺街区の変化

1996‐2012年の用
途変更

1996‐2012年での特性の変化

第１軸 第２軸 第３軸

認知面積（㎡）

近隣付き合い 日常生活

合計 平均 合計 平均

歴史的低層に移動 低下 積極的に移動

歴史的低層に移動 上昇 積極的に移動

歴史的低層 上昇 積極的

近隣コミュニティーの濃淡環境認知街区の物理的環境2012年1996年居住街区

東上野 類型

表３　年代別の同居住街区での類型特性変化と認知面積

 本研究では江戸東京における歴史的市街地の
築地街区において時系列上の連続性を保つ地
域文化を継承する都心居住の計画設計手法の
構築を行うことを目的としている。江戸時代に
形成され、庶民の生活の中心となっていた下町
の都市構造は明治時代の急速な近代化、大正時
代の関東大震災、昭和の第二次世界大戦、戦後
の高度経済成長、さらに防災等の観点からの木
造密集市街地の再開発などの影響によって、そ
の都市構造の変容過程が時系列上の連続性を
持たないまま変化を繰り返してきた。歴史的に
も市街地は成長もしくは衰退、時系列上におい
て変容の連続性または不連続性、市街地構造の
変化を読み取ることにより、江戸・東京の歴史
的市街地における歴史文化を継承する集住体
の計画的方法論の構築が可能となると考えら
れる。
　本研究の対象敷地は、文献調査 *１をもとに
１）関東大震災による被害地域、２）関東大震災
直後に土地区画整理を行った地域、３）宅地開
発指定を受けた地域、４）戦災焼失区域を地図
上にプロットし、これらの被害から逃れた地区
を東京における歴史的市街地と定義した（図
１）。
　既往研究である「江戸東京の歴史的市街地に
おける近隣生活領域に関する実証的研究（東上
野地区における環境認知構造について）（築地
地区における環境認知構造について）」

８）９）

(2013) では、東上野地区・築地地区の現地調査
から得られた多変量データを用いて、多変量解
析により居住者の類型とその特性を明らかに
した。
　本稿では、東上野・築地地区の現地調査から得
られたデータを用いて、さらにその同居住街区で
構成された年代別類型の近隣空間の変化特性を把
握する。また同居住街区のまとまりを持つ年代別
類型の物的環境と環境認知及び認知領域について
比較・考察する。

２．調査・分析方法

■調査期間
第１期：1996 年 6 月 18 日～ 7月 2日
第２期：2012 年 7 月 28 日～ 8月 19 日
■調査・分析方法
現地調査では 1/ 200 の白地図とアンケート記
入用紙を使用し、現地にてアンケート及び物理

的街区調査を行った。調査対象は中学生以上の地
域住民とし、アンケート記入用紙は調査員が記入
し、白地図は調査対象者に記入してもらった。木
造住宅に３年以上居住している住民を分析対象
者とした。対象者概要を表１、アンケート内容を
表２に記す。
■調査対象地域
・東上野３丁目２０～２８番地、３０～３９番地
・築地６丁目７～１８番地、７丁目１１～１７番地

　東上野地区において、1996 年と比べ 2012 年
で減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業
施設、賃貸ビルであり、その内著しく割合が減少
している用途は商業施設で全体の８％減少で
あった。また、1996 年と比べ 2012 年で増加して
いる用途は集合住宅と空き家であり、特に空き
家の個数は１７戸から４３戸と著しく増加して
いる、2012 年では空き家が全体の１４％を占め
ている。
　築地地区において、1996 年と比べ 2012 年で
減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業施
設、賃貸ビルであるが、その内著しく割合が減少
している用途は見られなかった。また、1996 年
と比べ 2012 年で増加している用途は集合住宅
と空き家であり、どちらも割合が３％増加して
いる。
　東上野地区と築地地区では共にマンションの
開発や空き家の増加が目立っている。

４．環境認知構造の考察
　本稿では、既往研究８ )９）の数量化Ⅲ類での結
果から得られたサンプルスコアを用いて、クラ
スター分析 ( ウォード法 ) を行い、1996 年と
2012 年の居住者を別々で類型化することで、年
代別に各類型ごとの特徴から類型別認知特性を
明らかにする。クラスター分析樹形図を用いて、
東上野地区、築地地区は 1996‐2012 年において、
共に６類型に類型化された。各類型のサンプル
数において、同街区居住者が７割以上占めてい
る場合に同居住街区の居住者で構成された類型

３．1996‐2012 年における物的環境の変化
　1996 年と 2012 年の対象地区内の建物の用途
を比較し、1996‐2012 年の建て替え・用途変更
があった場所を地図に示した。東上野地区（図２、
３）、築地地区（図４、５）対象地全体の用途の割
合について考察する。

とした。また類型内に２つの街区の対象者のみ
で構成されている場合は、２つの街区の類型で
あるとした。年代別の同居住街区での類型特性
を以下に記す。
■居住者の認知変化と要因について
同居住街区の居住者で構成された類型が 1996
年から 2011 年で移動した具体例を図６，７、表
３に記した。
□東上野地区
・３丁目２５番地（図６矢印１）（1996 年類型５、
2012 年類型４）
３丁目２５番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が上昇
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅に用途変更されている。居住者の認知面
積の平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、
日常生活の範囲が増加している。
・３丁目２６番地（1996 年類型なし、2012 年類型
３）
３丁目２６番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に分類されており、近隣環境への関心度が高
いことがわかった。また近隣コミュニティへの
参加意識が積極的であることがわかった。周辺
環境の建物は空き家が増え、戸建住宅、商業施設
に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲と日常生活の範囲のど
ちらも他の類型を上回っている。
・３丁目３１番地（図６矢印２）（1996 年類型３、

2012 年類型２）
３丁目３１番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が低下
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅、集合住宅に用途変更されている。居住者
の認知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常
生活の範囲のどちらも大きく増加している。
□築地地区
・６丁目１１番地（図７矢印１）（1996 年類型２、
2012 年類型４）
６丁目１１番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が積極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は商業施設や集合住
宅に用途変更されている。居住者の認知面積の
平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、日
常生活の範囲があまり変化していない。
・６丁目１２番地（図７矢印２）（1996 年類型２、

2012 年類型６）
６丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸建
住宅、駐車場に用途変更されている。居住者の認
知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常生活
の範囲のどちらも増加している。
・７丁目１２番地（図７矢印３）（1996 年類型４、
2012 年類型３）
７丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１４番地（図７矢印４）（1996 年類型３、
2012 年類型２）

2012 年 1996 年 2012 年 1996 年

７丁目１４番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１６番地（1996 年類型なし、2012 年類
型５）
７丁目１６番地の類型は、居住環境が開発的高
層に分類されており、近隣コミュニティへの参
加意識が消極的であることがわかった。また近
隣環境への関心度が他の類型の平均であること
がわかった。周辺環境の建物は集合住宅、飲食店

に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲は他の類型を下回って
おり日常生活の範囲は他の類型の平均であった。

５．まとめ
　以上の分析考察により、東上野地区と築地地
区の物的環境と環境認知との相関について以下
の結果が得られた。１）居住街区周辺の物的環境
の変化と居住者の認知領域面積の変化において、
東上野地区での物的環境は戸建住宅や空き家、
集合住宅への用途変更が占めており、居住者の
認知領域面積は増加していることがわかった。
築地地区での物的環境は集合住宅への用途変更
が占めており、居住者の認知領域面積は増加し
ていることがわかった。２）居住者の「近隣付き
合いの範囲」の領域は縮小する傾向にあること
がわかった（図８,９）。また、「日常生活の範囲」
の構成要素（表４）は 1996 年から 2012 年にかけ
て項目が分散化される傾向にあり、居住者の「日
常生活の範囲」の領域は拡大する傾向にあるこ
とがわかった（図１０,１１）。
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表４　「日常生活の範囲」構成要素の項目順位表

仕事

町内会

町内会

町内会

散歩

友人宅

町内会

近隣住民

買い物

買い物

友達

順位 項目 順位 項目

1位 買い物（60％） 1位 買い物（20％）
2位 町内会（40％） 1位 町内会（20％）
/ / 1位 散歩（20％）
/ / 1位 お客さん（20％）
/ / 1位 友人宅のジム（20％）

1996年 2012年

６丁目１２番地

築地地区

「築地駅」方面

「稲荷町駅」

「築地駅」方面

「稲荷町駅」

 本研究では江戸東京における歴史的市街地の
築地街区において時系列上の連続性を保つ地
域文化を継承する都心居住の計画設計手法の
構築を行うことを目的としている。江戸時代に
形成され、庶民の生活の中心となっていた下町
の都市構造は明治時代の急速な近代化、大正時
代の関東大震災、昭和の第二次世界大戦、戦後
の高度経済成長、さらに防災等の観点からの木
造密集市街地の再開発などの影響によって、そ
の都市構造の変容過程が時系列上の連続性を
持たないまま変化を繰り返してきた。歴史的に
も市街地は成長もしくは衰退、時系列上におい
て変容の連続性または不連続性、市街地構造の
変化を読み取ることにより、江戸・東京の歴史
的市街地における歴史文化を継承する集住体
の計画的方法論の構築が可能となると考えら
れる。
　本研究の対象敷地は、文献調査 *１をもとに
１）関東大震災による被害地域、２）関東大震災
直後に土地区画整理を行った地域、３）宅地開
発指定を受けた地域、４）戦災焼失区域を地図
上にプロットし、これらの被害から逃れた地区
を東京における歴史的市街地と定義した（図
１）。
　既往研究である「江戸東京の歴史的市街地に
おける近隣生活領域に関する実証的研究（東上
野地区における環境認知構造について）（築地
地区における環境認知構造について）」

８）９）

(2013) では、東上野地区・築地地区の現地調査
から得られた多変量データを用いて、多変量解
析により居住者の類型とその特性を明らかに
した。
　本稿では、東上野・築地地区の現地調査から得
られたデータを用いて、さらにその同居住街区で
構成された年代別類型の近隣空間の変化特性を把
握する。また同居住街区のまとまりを持つ年代別
類型の物的環境と環境認知及び認知領域について
比較・考察する。

２．調査・分析方法

■調査期間
第１期：1996 年 6 月 18 日～ 7月 2日
第２期：2012 年 7 月 28 日～ 8月 19 日
■調査・分析方法
現地調査では 1/ 200 の白地図とアンケート記
入用紙を使用し、現地にてアンケート及び物理

的街区調査を行った。調査対象は中学生以上の地
域住民とし、アンケート記入用紙は調査員が記入
し、白地図は調査対象者に記入してもらった。木
造住宅に３年以上居住している住民を分析対象
者とした。対象者概要を表１、アンケート内容を
表２に記す。
■調査対象地域
・東上野３丁目２０～２８番地、３０～３９番地
・築地６丁目７～１８番地、７丁目１１～１７番地

　東上野地区において、1996 年と比べ 2012 年
で減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業
施設、賃貸ビルであり、その内著しく割合が減少
している用途は商業施設で全体の８％減少で
あった。また、1996 年と比べ 2012 年で増加して
いる用途は集合住宅と空き家であり、特に空き
家の個数は１７戸から４３戸と著しく増加して
いる、2012 年では空き家が全体の１４％を占め
ている。
　築地地区において、1996 年と比べ 2012 年で
減少している用途は戸建住宅、集合住宅、商業施
設、賃貸ビルであるが、その内著しく割合が減少
している用途は見られなかった。また、1996 年
と比べ 2012 年で増加している用途は集合住宅
と空き家であり、どちらも割合が３％増加して
いる。
　東上野地区と築地地区では共にマンションの
開発や空き家の増加が目立っている。

４．環境認知構造の考察
　本稿では、既往研究８ )９）の数量化Ⅲ類での結
果から得られたサンプルスコアを用いて、クラ
スター分析 ( ウォード法 ) を行い、1996 年と
2012 年の居住者を別々で類型化することで、年
代別に各類型ごとの特徴から類型別認知特性を
明らかにする。クラスター分析樹形図を用いて、
東上野地区、築地地区は 1996‐2012 年において、
共に６類型に類型化された。各類型のサンプル
数において、同街区居住者が７割以上占めてい
る場合に同居住街区の居住者で構成された類型

３．1996‐2012 年における物的環境の変化
　1996 年と 2012 年の対象地区内の建物の用途
を比較し、1996‐2012 年の建て替え・用途変更
があった場所を地図に示した。東上野地区（図２、
３）、築地地区（図４、５）対象地全体の用途の割
合について考察する。

とした。また類型内に２つの街区の対象者のみ
で構成されている場合は、２つの街区の類型で
あるとした。年代別の同居住街区での類型特性
を以下に記す。
■居住者の認知変化と要因について
同居住街区の居住者で構成された類型が 1996
年から 2011 年で移動した具体例を図６，７、表
３に記した。
□東上野地区
・３丁目２５番地（図６矢印１）（1996 年類型５、
2012 年類型４）
３丁目２５番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が上昇
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅に用途変更されている。居住者の認知面
積の平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、
日常生活の範囲が増加している。
・３丁目２６番地（1996 年類型なし、2012 年類型
３）
３丁目２６番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に分類されており、近隣環境への関心度が高
いことがわかった。また近隣コミュニティへの
参加意識が積極的であることがわかった。周辺
環境の建物は空き家が増え、戸建住宅、商業施設
に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲と日常生活の範囲のど
ちらも他の類型を上回っている。
・３丁目３１番地（図６矢印２）（1996 年類型３、

2012 年類型２）
３丁目３１番地の類型は、居住環境が歴史的低
層に移動しており、近隣環境への関心度が低下
していることがわかった。また近隣コミュニ
ティへの参加意識が積極的に移動していること
がわかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸
建住宅、集合住宅に用途変更されている。居住者
の認知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常
生活の範囲のどちらも大きく増加している。
□築地地区
・６丁目１１番地（図７矢印１）（1996 年類型２、
2012 年類型４）
６丁目１１番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が積極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は商業施設や集合住
宅に用途変更されている。居住者の認知面積の
平均は近隣付き合いの範囲が減少しており、日
常生活の範囲があまり変化していない。
・６丁目１２番地（図７矢印２）（1996 年類型２、

2012 年類型６）
６丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が上昇していることが
わかった。周辺環境の建物は空き家が増え、戸建
住宅、駐車場に用途変更されている。居住者の認
知面積の平均は近隣付き合いの範囲と日常生活
の範囲のどちらも増加している。
・７丁目１２番地（図７矢印３）（1996 年類型４、
2012 年類型３）
７丁目１２番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１４番地（図７矢印４）（1996 年類型３、
2012 年類型２）

７丁目１４番地の類型は、居住環境が開発的高
層に移動しており、近隣コミュニティへの参加
意識が消極的に移動していることがわかった。
また近隣環境への関心度が低下していることが
わかった。周辺環境の建物は集合住宅に用途変
更されている。居住者の認知面積の平均は近隣
付き合いの範囲と日常生活の範囲のどちらも大
きく増加している。
・７丁目１６番地（1996 年類型なし、2012 年類
型５）
７丁目１６番地の類型は、居住環境が開発的高
層に分類されており、近隣コミュニティへの参
加意識が消極的であることがわかった。また近
隣環境への関心度が他の類型の平均であること
がわかった。周辺環境の建物は集合住宅、飲食店

図９　2012 年　東上野３丁目２５番地
「近隣付き合いの範囲」認知領域図

図８　1996 年　東上野３丁目２５番地
「近隣付き合いの範囲」認知領域図

に用途変更されている。居住者の認知面積の平
均は近隣付き合いの範囲は他の類型を下回って
おり日常生活の範囲は他の類型の平均であった。

５．まとめ
　以上の分析考察により、東上野地区と築地地
区の物的環境と環境認知との相関について以下
の結果が得られた。１）居住街区周辺の物的環境
の変化と居住者の認知領域面積の変化において、
東上野地区での物的環境は戸建住宅や空き家、
集合住宅への用途変更が占めており、居住者の
認知領域面積は増加していることがわかった。
築地地区での物的環境は集合住宅への用途変更
が占めており、居住者の認知領域面積は増加し
ていることがわかった。２）居住者の「近隣付き
合いの範囲」の領域は縮小する傾向にあること
がわかった（図８,９）。また、「日常生活の範囲」
の構成要素（表４）は 1996 年から 2012 年にかけ
て項目が分散化される傾向にあり、居住者の「日
常生活の範囲」の領域は拡大する傾向にあるこ
とがわかった（図１０,１１）。

図１１　2012 年　築地６丁目１２番地
「日常生活の範囲」認知領域図

図１０　1996 年　築地６丁目１２番地
「日常生活の範囲」認知領域図
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